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「介護予防について」の委員会からの提案（兼調査研究報告） 

 

飯田市議会 社会文教委員会 

 

Ⅰ これまでの調査研究活動をふまえての経過と提案 

平成 30年度からの第７期介護保険事業計画においては、介護保険料が県下 19市で一

番高い設定となる計画案が示された。 

当委員会としては、委員会での審査において、介護保険制度維持などの観点からやむ

を得ないとしながらも、「少子高齢化の社会で、高齢者の増加に伴い、要支援・要介護認

定者の割合がこのままの状態で推移すれば、介護保険料の更なる上昇は避けられない。

介護予防に向けて、介護保険対象年齢になる前からの健康づくりや、高齢者のスポーツ

推進、地域での交流など幅広い分野における『介護予防』の取り組みがますます重要に

なる。」という点、また、「介護予防事業を進めるにあたっては、多岐に亘る高齢者の実

態を把握したうえで取組む必要がある。」という点で、委員の意見が一致したため、議案

の採決に際し、附帯決議を可決した。 

委員会では、附帯決議を可決したことを踏まえ、管外視察において先進自治体の取組

の調査研究を行ったほか、議会による行政評価の機会に合わせ、執行機関の取組状況等

を再確認し、議員間の意見交換により議論を深め共有できた事項については、提言等に

盛り込んだ。 

また、これらの経過等を議会報告会において市民に報告し、意見交換を行ったほか、

飯田下伊那歯科医師会と懇談した際には、介護予防の観点においても意見交換を行った。 

それらの活動を踏まえ、今回、補足事項について次のようにまとめ、委員会の提案と

して担当部署へ提出する。 

 

Ⅱ 年間の委員会活動を通じて健康福祉部への提案 

１ 昨年 10月に回収した高齢者へのアンケート結果を集計し、分析して、施策に反映

するとともに、その結果については議会に報告すること。（平成 30年第 1回定例

会委員会附帯決議項目１） 

この中では特に独居高齢者アンケート結果を分析し、施策に反映すること。 

 

２ 平成 30 年第 1 回定例会委員会附帯決議に関して項目２及び３についても中間報

告として折に触れ議会に報告すること。 

 

飯田市の年間介護保険給付費は 109 億円余で、それに対する市の給付費負担は 13 億

円余となっている。介護保険給付費が 1億円抑制できれば、市の給付費負担は 1,200万

円余の抑制につながる。積極的な介護予防活動の推進により給付費の抑制を図ると共に、

その予防活動でどれだけの介護給付費等の抑制につながっているか、様々なデータ・数

値を分析し、数値の見える化につなげられたい。  

H31.3.20全員協議会
資料№１０－２ ②
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Ⅲ 調査研究の経過 

■平成 30年 第 1回定例会の議案審査：質疑での主なやりとり 

Ｑ 県内で飯田市の介護保険料が高額になる理由は。 

Ａ 県内 19市中、６千円を超えるのは飯田市のみである。他市は基金を取り崩して、

保険料率の上昇を抑えているケースがほとんどで、何とか５千円台に抑えている。

当市は基金がないので、６千円台にならざるを得ない状況。また、高齢者の中で

も 85 歳以上の人口割合が県内他市と比較して高い状況であることから、介護保

険サービスを利用する方が多く、当然介護の給付費も増えると考えている。 

Ｑ 市が介護保険料を抑えるには、第７期計画に基づいた事業を減らすこと、あるい

は、一般会計から特別会計へ法定外操出を行うかの２つの方法しかないと考える

が、市の認識は。 

Ａ 第７期計画の事業費、給付費は、現在の動向も踏まえて予測した数字で組み立て

ている。計画の事業費等を抑えると、保険料の負担は下がるが、３年間の給付実

績で見ると最終的には財源不足に陥ると懸念されるので、困難である。 

一般会計からの法定外の繰り入れは、保険制度である介護保険制度には馴染まな

いことから、国からも行わないよう指導されている。税の投入になるので、広く

市民に負担をかけることであり、市では、行わない考えである。 

〔平成 30年〕 

３月 9･12日 

 

４月 24日 

 

 

７月５・６日 

 

7月 19･20日 

７月 20日 

８月 1･２日 

9月 12日 

9月 13日 

10月１日 

10月 

 

 

11月 16日 

 

12月 14日 

〔平成 31年〕 

２月７日 

 

3月 11･12日 

 

委員会 ※第７期介護保険事業計画及び介護保険事業特別会計当初

予算審査、附帯決議の可決 

管内視察 

・特別養護老人ホーム整備事業 

「特別養護老人ホームやまりきの郷」視察 

管外視察 ※別添資料参照 

・静岡県袋井市：健康寿命の延伸事業の取組みについて 

委員会 ※議会による行政評価：説明質疑 

協議会勉強会 ※課題に対し議員間で討議 

協議会 ※行政評価意見集約 

委員会 ※決算認定審査を通しての質疑 

協議会 ※議会報告会に向けた意見交換 

協議会 ※議会報告会に向けた意見交換 

議会報告会 ※別添資料 

・「介護予防について」を分科会テーマとして設定し、経過を市民に

説明意見交換実施 

協議会勉強会 ※市の取組み状況について 

・テーマに関する調査研究内容の確認 

協議会 ※議会報告会で寄せられた意見のまとめ 

 

協議会勉強会 ※取組み状況について執行機関と意見交換 

※提案に関しての最終集約 

委員会 ※当初予算審査を通しての質疑 

※所管事務調査等のまとめの確認 
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■管外視察での調査概要 ： 健康寿命の延伸事業の取組みについて〔静岡県 袋井市〕 

〔概要〕 

袋井市は、平成５年に『日本一健康文化都市』を宣言し、心と体、地域と社会、都

市と自然のそれぞれが良好な状態を「健康」ととらえ、まちづくりの総合施策として

健康づくりを進めていました。さらに、『日本一健康文化都市ふくろい 市民が「とも

に進める」健康寿命の延伸』を掲げ、自助・互助・公助による人生トータルの健康づ

くり事業に取り組んでいた。 

〔取り組みの主な例〕 

・予防健診の受診勧奨に積極的に取り組み、事業所訪問やわかりやすいチラシの配布。

特定健診の受診率は 52.3％（飯田市は約 38％）国民健康保険の医療費も県平均より

１万６千円ほど安い。 

・規定の歩数以上歩くことによりポイントをつけ、貯まったポイントを実施者に還元

するいわゆる「健康マイレージ」事業に取り組んでいる。 

・「はーとふるプラザ袋井」を拠点として、保健・医療・介護・福祉がワンストップで

対応できる体制に整備。 

・地域に出向き「出前健康教室」を積極的に展開。 

〔考察〕 

・平成５年に『日本一健康文化都市』を宣言して、条例制定をはじめ、市民の間に 健

康に対する意識が浸透している。これが様々な施策の成果となって現れ、市民意識

調査でも 85.5％の方が健康づくりに関心があると答えている。 

・具体的な成果の一つに特定健診受診率が 52.3％となっていて素晴らしい。事業所へ

の訪問指導、メリットをわかりやすく記載したチラシなどは、当市も取り組めるの

ではないか。 

・マイレージ制度で、ウォーキングをポイント化する取組みは、健康づくりに有効な

取組みである。また、地元商店を使うきっかけにもなり大いに参考にしたい。 

 

〔30年度の議会による行政評価に合わせ執行機関側に提言、提案した事項〕※抜粋 

■基本目標６「『市民総健康』と『生涯現役』をめざす」 

〔提言〕 

・介護予防事業は進められてはいるが、この予防活動でどれだけの医療費や介護費の

抑制につながっているか、はっきりしない。様々なデータ・数値を分析し、医療費

や介護費の抑制（数値の見える化）につなげられたい。 

・男性の介護予防事業等の参加が少ない。軽スポーツを取り入れた介護予防事業の採

用や、まずは人とのつながりに着目し、夫婦で参加しやすい事業などを取り入れ、

男性の事業参加率の向上を目指されたい。 

〔提案〕 

・健康づくりは、事業所に対する働きかけも必要。小戦略①のテーマを「地域・企業・

家族」とし、事業所への働き掛けも強化されたい。 

・健康マイレージ制度など、楽しみながら健康に関する取り組みができる仕組みを導

入してはどうか。 

・市の政策を検討するとき、今までの６５歳を高齢者ととらえるのではなく、７０歳

とするように変えたらどうか。また、「介護予防」というネーミングを検討したらど

うか。 
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・農作業の運動効果を「見える化」し、農業振興と健康推進をミックスした取組みを

検討してはどうか。 

・歯科医師会では「卑弥呼の歯がいーぜ」の周知をしている。市としても啓発活動に

使ったらどうか。 

■基本目標７「共に支え合い、自ら行動する地域福祉を充実させる」 

〔提言〕 

・独居高齢者の交流（人とのつながり）について現状を把握し、施策づくりの目安と

されたい。 

・福祉課題について地域差が生じている。市と地域（自治会長、健康福祉委員など）

が協議する場を設定するなど、施策づくりの目安とされたい。 

〔提案〕 

・認知症カフェを拡大されたい。 

・介護認定を受けていない認知症の症状がある人に対する対応を検討すべきではない

か。 

 

 

Ⅳ 別添資料 

 （１）平成 30年度 所管事務調査（管外視察）報告 ※抜粋 

 （２）平成 30年度 議会報告会資料 






















